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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マイクロフォン装置から受信した信号において不要な音を減少させる方法において、
　左および右のマイクロフォン信号を生成するマイクロフォン装置を介して、特定のター
ゲット方向の周辺に分散した音源を検出するステップと、
　前記左および右のマイクロフォン信号の電力をそれぞれ独立して決定するステップと、
　前記左および右のマイクロフォン信号のうち、最小電力を選択するステップと、
　前記それぞれ独立して決定された電力と前記最小電力との比較に基づいて前記信号を減
衰させるステップと、
を含み、
　前記それぞれ独立して決定された電力と前記最小電力との比較は、前記それぞれ独立し
て決定された電力と前記最小電力との比率に基づくことを特徴とする方法。
【請求項２】
　請求項１に記載の方法において、前記それぞれ独立して決定された電力および前記最小
電力は時間平均されることを特徴とする方法。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の方法において、前記電力をそれぞれ独立して決定する前記ス
テップは周波数に対して固有であることを特徴とする方法。
【請求項４】
　請求項１及至３の何れか１項に記載の方法において、電力間の前記比率は関数によって
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スケーリングされることを特徴とする方法。
【請求項５】
　請求項４に記載の方法において、前記スケーリング関数は圧縮・伸長器を有することを
特徴とする方法。
【請求項６】
　請求項４または５に記載の方法において、前記スケーリング関数は周波数に依存するこ
とを特徴とする方法。
【請求項７】
　請求項１及至６の何れか１項に記載の方法において、前記ターゲット方向を規定するス
テップを更に含むことを特徴とする方法。
【請求項８】
　請求項７に記載の方法において、前記ターゲット方向は前記左および右のマイクロフォ
ン信号をフィルタリングするために使用されることを特徴とする方法。
【請求項９】
　請求項８に記載の方法において、前記マイクロフォン信号をフィルタリングする前記ス
テップは、前記ターゲット方向に対して前記左および右の信号を等化することを伴うこと
を特徴とする方法。
【請求項１０】
　請求項４及至６の何れか１項に記載の方法において、前記スケーリング関数はユーザに
よって制御されることを特徴とする方法。
【請求項１１】
　請求項４及至６の何れか１項に記載の方法において、前記スケーリング関数は自動化さ
れたプロセスによって制御されることを特徴とする方法。
【請求項１２】
　請求項１及至１１の何れか１項に記載の方法において、前記ターゲット方向はユーザに
よって制御されることを特徴とする方法。
【請求項１３】
　請求項１及至１２の何れか１項に記載の方法において、前記ターゲット方向は自動化さ
れたプロセスによって制御されることを特徴とする方法。
【請求項１４】
　マイクロフォン装置から受信した信号において不要な音を減少させるシステムにおいて
、
　左および右のマイクロフォン信号を生成するマイクロフォン装置を介して、特定のター
ゲット方向の周辺に分散した音源のための検出手段と、
　前記左および右のマイクロフォン信号の電力をそれぞれ独立して決定するための決定手
段と、
　前記左および右のマイクロフォン信号のうち、最小電力を選択する選択手段と、
　前記それぞれ独立して決定された電力と前記最小電力との比較に基づいて前記信号を減
衰させる減衰手段と、
を含み、
　前記減衰手段は、各信号の前記それぞれ独立して決定された電力と前記最小電力との比
率に基づいて、各信号を減衰させるように構成されることを特徴とするシステム。
【請求項１５】
　請求項１４に記載のシステムにおいて、前記電力をそれぞれ独立して決定するための手
段は時間の平均化を含むことを特徴とするシステム。
【請求項１６】
　請求項１５に記載のシステムにおいて、電力間の前記比率は関数によってスケーリング
されることを特徴とするシステム。
【請求項１７】
　請求項１６に記載のシステムにおいて、前記スケーリング関数は圧縮・伸長器を有する
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ことを特徴とするシステム。
【請求項１８】
　請求項１７に記載のシステムにおいて、前記スケーリング関数はユーザまたは自動化さ
れたプロセスによって制御されることを特徴とするシステム。
【請求項１９】
　請求項１４に記載のシステムにおいて、ターゲット方向は左および右のマイクロフォン
信号をフィルタリングするために使用されることを特徴とするシステム。
【請求項２０】
　請求項１４に記載のシステムにおいて、前記ターゲット方向はユーザまたは自動化され
たプロセスによって制御されることを特徴とするシステム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、マイクロフォン装置から受信した信号において不要な音を減少させるシステ
ムおよび方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　補聴器のような聴覚装置において、背景雑音は、音声の明瞭さに対して有害である。最
新の聴覚装置は、マイクロフォン出力信号の経路に雑音除去の処理技術を導入することに
よってこの問題に対処する。その目的は、聴取者に対して有効な信号対雑音比（ＳＮＲ）
を増加させ、従って聴覚装置着用者の聴取の明快さと容易さを向上させることである。
【０００３】
　雑音除去処理の成功は、雑音を推定するための適切な参照信号の形成に大きく依存する
ことが多く、その理由は、参照信号が、雑音を除去することを目標とし、理想的にはター
ゲット信号だけを後に残す、適応フィルタを最適化するために使用されるということにあ
る。しかしながら、このような基準推定は、音声区間検出のような最も広く知られている
技術が誤差に影響されやすいために、不正確であることが多い。そして次に、このような
不正確さは、特に雑音除去の機能が最も必要である低ＳＮＲにおいては、処理された音の
出力特性における不適切なフィルタリングおよび劣化（ターゲット歪み）に至る。
【発明の概要】
【０００４】
　第一の態様において、本発明は、左および右のマイクロフォン出力信号を生成するマイ
クロフォン装置を介して、特定のターゲット方向の周辺に分散した音源を検出するステッ
プと、左および右のマイクロフォン出力の電力を決定するステップと、２つのマイクロフ
ォン電力測定値のうちの最小値を決定するステップと、かつ、左および右のマイクロフォ
ン電力測定値と最小電力測定値との比較に基づいて信号を減衰させるステップを含む、マ
イクロフォン装置から受信された信号において不要な音を減少させる方法を提供する。
【０００５】
　左および右のマイクロフォン電力測定値の比較は、マイクロフォン電力と最小電力との
比率に基づいてもよい。
【０００６】
　マイクロフォン出力電力と最小電力は時間平均されてもよい。
【０００７】
　電力を決定するステップは、周波数に対して固有であってもよい。
【０００８】
　電力間の比率は、関数によってスケーリングされてもよい。
【０００９】
　スケーリング関数は、圧縮・伸長器を有してもよい。
【００１０】
　スケーリング関数は、周波数に依存してもよい。
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【００１１】
　本方法は、更にターゲット方向を規定するステップを含んでもよい。
【００１２】
　ターゲット方向は、左および右のマイクロフォン出力信号をフィルタリングするために
使用されてもよい。
【００１３】
　マイクロフォン出力信号をフィルタリングするステップは、ターゲット方向に対して左
および右の信号を等化することを伴ってもよい。
【００１４】
　スケーリング関数は、ユーザによって制御されてもよい。
【００１５】
　スケーリング関数は、自動化されたプロセスによって制御されてもよい。
【００１６】
　ターゲット方向は、ユーザによって制御されてもよい。
【００１７】
　ターゲット方向は、自動化されたプロセスによって制御されてもよい。
【００１８】
　第二の態様において、本発明は、左および右のマイクロフォン出力信号を生成するマイ
クロフォン装置を介して、特定のターゲット方向の周辺に分散した音源のための検出手段
と、左および右のマイクロフォン信号の電力を決定するための決定手段と、マイクロフォ
ン信号の最小電力を決定するための決定手段と、電力と最小電力との比較に基づいて信号
を減衰させるための減衰手段を含む、マイクロフォン装置から受信された信号において不
要な音を減少させるためのシステムを提供する。
【００１９】
　減衰手段は、各信号の電力と最小電力との比率に基づいて各信号を減衰させるように構
成されてもよい。
【００２０】
　電力を決定する手段は時間の平均化を含んでもよい。
【００２１】
　電力間の比率は関数によってスケーリングされてもよい。
【００２２】
　スケーリング関数は、圧縮・伸長器を有してもよい。
【００２３】
　スケーリング関数は、ユーザまたは自動化されたプロセスによって制御されてもよい。
【００２４】
　ターゲット方向は、左および右のマイクロフォン信号をフィルタリングするために使用
されてもよい。
【００２５】
　ターゲット方向は、ユーザまたは自動化されたプロセスによって制御されてもよい。
【００２６】
　幾つかの実施形態において、この信号処理技術は、所望のターゲット信号が干渉雑音源
の方向と異なる方向から到来する場合に、両側補聴器で使用可能であるマイクロフォン出
力のような空間的分散型センサアレイにおいて干渉レベルを減少させる。アルゴリズムは
、各周波数帯域に対して左および右のマイクロフォン信号に含まれるモノラル電力の最小
値を決定することによって、かつ、時間平均されたモノラルと最小電力レベルとの比率に
より決定された量だけ左および右の信号を調整することによって、機能する。聴取の分野
において、この技術は、補聴器、聴覚保護具、および人工内耳のような装置内の雑音の影
響を減少させることに適用されることが可能である。
【００２７】
　本発明の実施形態は、参照信号について複雑で誤りがちな推定の必要性がなく、マイク
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ロフォン出力信号に存在する雑音の除去に対して、改良型および効率的な機構を提供する
。幾つかの実施形態において、信号処理アルゴリズムは、聴取者の頭部の各サイドにおけ
る、少なくとも１つのマイクロフォン出力信号に基づいて、多チャンネル分析を好適に実
行する。各周波数チャンネルは、それぞれの耳における信号内の電力を推定するために分
析される。次のステップでは、各チャンネルの左および右の耳からの電力推定が比較され
、さらに最小電力が選択される。次のステップでは、全ての３つの測度、すなわち、左耳
の電力、右耳の電力、および最小電力が、各チャンネルに対して短時間で平均化される。
第一段階において、時間平均された、左耳と最小電力の値は、左耳の重みを決定するため
に使用される。同様に、時間平均された、右耳と最小電力の値は、右耳の重みを決定する
ために使用される。重みが調整される（しかもそれゆえ雑音は減少する）範囲は、出力信
号において可聴歪みを同時に最小化するために選択される、スケーリングされた係数で制
御される。最終調整において、両方の耳のための重みは、左および右の耳の重みのより小
さいほうから引き出される（スケーリング可能な）係数によってスケーリングされる。従
って、１つの耳がもう一方より常により少ない電力を受ける場合でさえ、信号レベルは、
より大きな電力を有する耳においてより大きいが、両方の耳において減少する。
【００２８】
　幾つかの実施形態は、頭部の各サイドに設置され、マイクロフォン出力信号を生成する
、少なくとも１つのマイクロフォンを有し、出力信号を生成する信号処理経路を有し、か
つ、この出力信号を聴覚システムに供給する手段を有する、音響システムにおいて使用さ
れてもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２９】
　本発明の一実施形態は、以下の添付図面を参照して、単なる一例としてこれから説明さ
れるであろう。
【００３０】
【図１】図１は、マイクロフォン装置から受信した信号において不要な音を減少させるシ
ステムのブロック図である。
【図２】図２は、図１のシステムの実施態様を用いた実験を使用して記録された信号のグ
ラフ（単位ｄＢ）を示す。最上部のグラフは、０度に存在する元のターゲット音声である
。第２、第３のグラフは、ターゲットが、（±４５度の）２人の干渉話者を伴って、－５
ｄＢのＳＮＲで提供されている場合における、全マイクロフォン信号である。最下部のグ
ラフは、処理後の再生されたターゲット信号である。
【発明を実施するための形態】
【００３１】
　好適な実施形態の以下の説明は、頭部の左および右のサイドからのマイクロフォン出力
信号のために提供される。対処すべき所望の音源は、ターゲット方向と呼ばれる、特定の
方向から到来すると仮定される。好適な実施形態において、例えば、左および右のチャン
ネル信号がそれぞれＸＬ（ｋ）およびＸＲ（ｋ）であるフーリエ変換を用いて、マルチバ
ンド周波数分析が使用され、ここでｋはｋ番目の周波数チャンネルを示す。
【００３２】
　図１を参照して、本発明の好適な実施形態に従って、システム１００の概略図が説明さ
れる。システム１００は、デジタル信号処理（ＤＳＰ）ハードウェアにおいて具体化され
、かつ、機能ブロックによって表現されている。システム１００のブロックの動作の概要
はこれから提供され、さらに実施される計算のより詳細な説明はその後に続く。
【００３３】
　左１０１および右１０２のマイクロフォンの形態の検出手段からの出力は、分析フィル
タバンクブロック１０１および１０２を用いて、例えばフーリエ変換を用いて、マルチチ
ャンネル信号に変換される。その次に、左および右の信号の各チャンネルにおける電力は
、決定手段１０５および１０６を介して、独立に決定される。左および右のチャンネル電
力出力は、積分プロセス１０８および１１０をそれぞれ使用して、経時的に蓄積される。
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最小電力出力は１０７で決定される。最小電力値は、左および右のチャンネル電力値に適
用されるものと同等の積分プロセスを用いて、レジスタ１０９の形態の記憶手段に、経時
的に維持および蓄積される。暫定的な左チャンネル方向性フィルタの重みは、左および最
小の電力間の比率に従って、１１１で計算される。同様に、暫定的な右チャンネル方向性
フィルタの重みは、右および最小の電力間の比率に従って、１１２で計算される。左およ
び右のチャンネルの重みの小さい方が、両耳に関する付加的な重みを形成するために、１
１３で決定され、かつ１１４でスケーリングされる。両耳に関する重みは、それぞれ、暫
定的な左および右の重み、１１５および１１６に乗算され、最終的な左および右のチャン
ネル重み、ＷＬＬおよびＷＲＲを生成する。左チャンネルの重みＷＬＬは、プログラマブ
ルフィルタ１１７の形態の減衰手段によって、左チャンネル信号ＸＬに適用される。同様
に、右チャンネルの重みＷＲＲは、プログラマブルフィルタ１１８の形態の減衰手段によ
って、右チャンネル信号ＸＲに適用される。重み付けられた、左および右の信号は、１１
９で加算され、最終的なチャンネル出力信号を生成する。広帯域時間領域信号は、合成フ
ィルタバンク１２０を使用して、例えば逆フーリエ変換を使用して、任意選択により生成
され、かつ、当業者には明らかなように、適用例によってはスペクトル成分の調整または
時間領域平滑化のような更なる処理の恩恵を受ける場合がある。
【００３４】
　次の式は、システム１００によって実行された方法において適用され、かつ図１で確認
される。
【００３５】
　頭部の左および右のサイドに設置されたマイクロフォンからの信号の各チャンネルにお
ける電力は、以下のように計算される。
　ＰＬ（ｋ）＝ＸＬ（ｋ）・ＸＬ（ｋ）　　　式１
　ＰＲ（ｋ）＝ＸＲ（ｋ）・ＸＲ（ｋ）　　　式２
【００３６】
　式１および式２は、ターゲット方向が、頭部が向いている方向と一致している状態を表
現している。任意選択により、ターゲット方向は、左および右のマイクロフォン信号をフ
ィルタリングすることによって変えることが可能である。ターゲット方向はユーザによっ
て指定することが可能であるが、自動化されたプロセスもまた使用可能であることは、当
業者には明らかであろう。
【００３７】
　本発明の更なるステップとして、好適な実施形態において、最小電力値は以下のように
決定される。
　Ｐｍｉｎ（ｋ）＝ｍｉｎ［ＰＬ（ｋ），ＰＲ（ｋ）］　　　式３
【００３８】
　時間平均された電力は、好適な実施形態において、以下のように、Ｎの連続した分析間
隔にわたって計算された電力を合計することによって決定される。

【００３９】
　代替の時間平均化の方法が使用可能である。
時間平均された、左および右のマイクロフォン電力に対する時間平均された最小電力の電
力比率は、以下のように計算される。
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【００４０】
　スケーリング関数は、方向性フィルタリングの強度を規定するために、計算された電力
比率に適用される。好適な実施態様において、スケーリング関数は、イテレーション関数
に従って実行される圧縮性の非線形である。
　ｕＬ（ｋ）＝ＭＬ（ｋ）・［２－ＭＬ（ｋ）］　　　式９
　ｕＬ（ｋ）＝ｕＬ（ｋ）α×β　　　式１０
ここで、αとβは、処理された音の出力品質と共に方向性感度を制御するためのスケーリ
ング係数である。好適な実施態様において、α＝１．７およびβ＝√１．７。任意選択に
よりこれらのスケーリング係数は、ユーザによって指定され、または自動可されたアルゴ
リズムによって調整されることが可能である。
【００４１】
　同様に、スケーリング可能な関数は、右耳の方向性フィルタリングの強度を計算するた
めに適用される。
　ｕＲ（ｋ）＝ＭＲ（ｋ）・［２－ＭＲ（ｋ）］　　　式１１
　ｕＲ（ｋ）＝ｕＲ（ｋ）α×β　　　式１２
【００４２】
　値ｕＬ（ｋ）およびｕＲ（ｋ）の小さい方は、以下に従って決定される。
　ｂ（ｋ）＝ｍｉｎ［ｕＬ（ｋ），ｕＲ（ｋ）］　　　式１３
【００４３】
　値ｂ（ｋ）は、両方の耳からの信号のチャンネル重み付けを等しく減少させるために使
用される両側の重み付け係数である。最終的なチャンネルの重みは、従って、
　ＷＬ（ｋ）＝ｕＬ（ｋ）・ｂ（ｋ）　　　式１４
　ＷＲ（ｋ）＝ｕＲ（ｋ）・ｂ（ｋ）　　　式１５
【００４４】
　例えば信号対雑音比推定器の出力に従って、時間可変方法において式９～１３に記載し
たスケーリング値を調整することから恩恵を受ける場合があることは、当業者にとって明
らかであろう。
【００４５】
　チャンネル重み付け値ＷＬ（ｋ）およびＷＲ（ｋ）は、それぞれ、チャンネル信号ＸＬ

（ｋ）およびＸＲ（ｋ）に適用され、さらにチャンネル出力信号を生成するために加算さ
れる。
　Ｚ（ｋ）＝ＷＬ（ｋ）ＸＬ（ｋ）＋ＷＲ（ｋ）ＸＲ（ｋ）　　　式１６
【００４６】
　ここで説明したように左および右の信号を加算するのではなく、幾つかの応用例におい
て左および右のチャンネル出力のステレオ分離を維持することから恩恵を受ける場合があ
ることは、当業者にとって明らかであろう。応用例によって必須でなく付加的なステップ
は、チャンネル出力を合成することから、例えば逆フーリエ変換を用いて、広帯域時間領
域信号を再現することである。
【００４７】
　図２を参照して、信号グラフ「再生されたターゲット」が信号グラフ「ターゲット」と
著しく類似していることが理解できる。これは、ターゲットから４５度に位置している干
渉話者が原因で、左および右のマイクロフォンのグラフに見られるように拾い上げられた
著しい量の雑音にもかかわらずに、発生する。それゆえ、本発明のこの実施形態は、マイ
クロフォンから受信した信号において不要な雑音を成功裏に減少させる。
【００４８】
　ここに含まれる、先行技術に関するすべての言及は、特に指示されない限り、その情報
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が一般常識であるという承認とみなされるべきではない。
【００４９】
　最後に、本発明の趣旨および範囲から逸脱することなく、これまで説明された部分に対
して様々な変更または付加が行われてもよいことは理解されるべきである。

【図１】 【図２】
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